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教育課程行政における意欲主義の展開

―意欲の次にくる評価項目―

（教育学）梶原郁郎

Development of the Japanese Curriculum that
Places Motivation（Iyoku）above Knowledge

Ikuo KAJIWARA

（2015年 7月 6日受理）

［はじめに］小論の課題と方法

小論は臨時教育審議会第一次答申（1985 年）から小学

校学習指導要領（2008 年）までの教育課程行政を、知識

理解に関心・意欲・態度を先行させる意欲主義の展開過程

として描出する。この作業では、知識理解を軽視あるいは

否定して学習の仕方を強調する方法主義についても、知識

理解と直結させない考え方において意欲主義と同根である

点で、併せて検討対象とする。なお小学校学習指導要領は、

告示の年と合わせて 08 年指導要領のように以下略記し、

各種審議会答申も、報告の年と合わせて 85 年臨教審第一

次答申のように以下略記する。

学習指導要領は二回目の全面改訂の 1958 年、例えば六

年生の総授業時数 1085時間が示すように（77年指導要領

時は 1015 時間）（1）、「基礎学力重視・系統学習への転

換」を図った（2）。この方針を基本的に引き継いだ 68 年

指導要領の下、「児童生徒の間に学力差が広がっているこ

とが明らかとなり、青少年非行の低年齢化が進み、学校内

暴力や家庭内暴力が起こるようになり、深刻な教育状況の

打開が国民の関心事に」なり、それまでの教育は「知識偏

重教育」と批判された（3）。この状況を前に 77 年指導要

領は中学校の英語三時間制のように、教科内容と標準時間

数を削減して、同時に「「ゆとりの時間」を設け、「ゆとり

ある充実した学校生活の実現」をめざす」として、「「道徳

教育や体育を一層重視し、知・徳・体の調和のとれた人間

性豊かな児童生徒の育成を図ること」と述べ、「人間中心

主義」と呼ばれる方向へと方針転換」した（4）。

ここに端を発するゆとり路線を 89・98 年指導要領は、

例えば六年生の「総授業時数」1015・945 時間が示すよ

うに（5）、引き継いだ。77 年改訂でも「事態は好転しない

ばかりか、深刻な「学校教育の荒廃」現象が現れるにいた

り、抜本的な教育改革が求められる中」、1989 年に指導要

領が改訂された（6）。89 年指導要領は、「総則」冒頭に

「“自ら学ぶ意欲”と社会の変化に主体的に対応できる能

力の育成を図るとともに、基礎的・基本的な内容の指導を

徹底し（強調点は引用者、以下同）」と記して（7）、同要領

を受けて 1991年に改訂された指導要録（以下、91年指導

要録）直後から「新しい学力観」が文部省関係者によって

主張されはじめた（8）。この指導要録改訂を境として、「教

師が教えるのではなく子ども自身が学ぶことを学習の重点

に置き、意欲・関心・態度による評価が重視されるように

なり」（9）、言い換えれば「＜基礎的・基本的な内容＞の重

視の“前に”、＜自ら学ぶ意欲＞という「個」の学習への

志向性を先行させ」るようになった（10）。89 年指導要領

への移行を永山彦三郎は「メガトン級の改革」として、
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「これまでの知識獲得中心の「勉強」から、子どもひとり

ひとりの興味・関心に沿った「学び」へと変わったのだ」

と積極的に評価している（11）。

次の 98 年指導要領は「生きる力」を謳い文句に、（a）

学習内容の三割削減、（b）学校五日制の完全実施、（c）

「総合的な学習の時間」の創設を目玉とした（12）。「児童

に“生きる力”をはぐくむことを目指し、創意工夫を活か

した特色ある教育活動を展開する中で、“自ら学び自ら考

える力”の育成を図るとともに、基礎的・基本的な内容の

確実な定着を図り、個性を生かす教育の充実に努めなけれ

ばならない」、このように「総則」冒頭に「生きる力」が

謳われ、「総合的な学習の時間」では「横断的・総合的な

学習や児童の興味・関心等に基づく学習など創意工夫を生

かした教育活動を行うものとする」とされ、さらに「次の

ようなねらいをもって指導を行うものとする」とされた

（13）。「（1）自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考え、主

体的に判断し、よりよく問題を解決する資質や能力を育て

ること」、「（2）学び方やものの考え方を身に付け、問題の

解決や探究活動に主体的、創造的に取り組む態度を育て、

自己の生き方を考えることができるようにする」。このよ

うに意欲・態度を強調した「ねらい」は、08 年指導要領

では「目標」として引き継がれている（14）。

以上のように 89 年指導要領以降、「＜基礎的・基本的

な内容＞の重視の“前に”、＜自ら学ぶ意欲＞」を先行さ

せる意欲主義が前面に出てきて、それは 98・ 08 年指導

要領に引き継がれている。この意欲主義が教育課程行政に

おいてどのように作り上げられてきたのか、この点を小論

は竹内常一に随時依拠しつつ、臨教審・教育課程審議会

（以下、教課審）・中央教育審議会（以下、中教審）等で

の論議の推移を辿ることによって考察する。この作業を小

論は方法主義の問題のみならず、意欲主義と並行して前面

に出てきている道徳主義にも留意して進める。

［Ⅰ］ 教育課程行政における意欲主義の登場・定着－ 85

年臨教審第一次答申から 91年指導要録まで－

本章では、知識理解と関心・意欲・態度に関する記述の

在り方に焦点を当てて、85年臨教審第一次答申から 91年

指導要録までの教育課程行政について考察して、その推移

を意欲主義の登場・定着過程として把握する。

1.臨教審答申における意欲主義の登場

わが国における新自由主義教育政策の起点とされる臨教

審は（15）、85 年第一次答申で教育改革の基本的考え方と

して、「（1）個性重視の原則」「（2）基礎・基本の重視」

「（3）創造性・考える力・表現力の育成」「（4）選択の機

会の拡大」を含む八項目を挙げて、（2）（3）の中で知識理

解に関して次のように報告している（16）。（2）「“人格形成

の基礎・基本”をしっかりおしえることは、いささかもお

ろそかにしてはならない」、今日の教育で「人格形成のた

めの基礎・基本がおろそかになっている」、「学校において

は、“徳育”、知育、体育についてさらに基礎・基本の徹底

が図られなければならない」、（3）「知識・情報を単に獲得

するだけでなく、それを適切に駆使し、自分の頭でものを

考え、創造し、表現する能力が一層重視されなければなら

ない」、「“基礎・基本の上に”、創造性や論理的思考力、抽

象能力、想像力などの考える力、表現力の育成を重視すべ

きである」。以上のように「基礎・基本」の用語は（2）で、

“まず徳育次に知育”の基礎・基本を意味して、（3）で、

知育の基礎・基本を意味して使用されている。前者の使用

法は随所に見られるので（17）、力点は前者にあると思われ

るが、後者の使用法も併記されている点を踏まえていえば、

「基礎・基本の上に」とあるように、「基礎・基本」の知

識に意欲を先行させる意欲主義は示されていない。

次の 86 年臨教審第二次答申は「教育内容の改善の基本

方向」として次の点を報告している（18）。「（a）初等中等

教育においては、生涯にわたる“人間形成の基礎を培うた

めに”必要な基礎的・基本的な内容の修得の徹底を図る

“とともに”、（b）社会の変化や発展のなかで自らが主体

的に学ぶ意志、態度、能力等の自己教育力の育成を図る」

（（a）（b）の記号挿入は引用者）。まず（a）について、第

一次答申の「人格形成の基礎・基本」が「人間形成の基礎

を培うために必要な基礎的・基本的な内容」とされ、「基

礎」の用語は、特に小学校段階では「読・書・算の基礎」

として使われて（19）、広く教科の知識は意味されていない。

次に（b）に関連して、「児童・生徒の学習“意欲”を育み

ながら、創造力・思考力・判断力の育成を図るため、自発

的に問題を解決し探究する“学習の方法”を重視する」、

「自主的・自発的な学習方法を重視すべきである」と記述

されている（20）。ここに、内容には触れず意欲・方法を強

調した方針が提示されている。

梶原郁郎
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教育課程行政における意欲主義の展開

この意欲主義を 87 年臨教審第三次答申は、第二章「初

等中等教育の改革」の第一節「教科書制度の改革」におい

て次のように引き継いでいる（21）。教科書の「内容が画一

的、網羅的で、個性的な教育を阻害している、共通の内容

が簡潔に整理されている反面、“知識の伝達”に主眼が置

かれ、思考力・創造力の伸長や学習意欲を高める配慮に欠

けている」、「児童・生徒の思考力・創造力を伸ばすととも

に、学習意欲を高めて豊かな授業ができるようにする観点

から、教科書の質の向上を図る」。この［意欲＞知識（内

容）］の図式は、「教師が指導のために使用する教材として

の性格よりも児童・生徒が使用する学習材としての性格を

重視する（22）」という今後の教科書の在り方に関する指摘

にも示されている。

その意欲主義の図式を 87 年臨教審第四次答申（8 月）

も受け継いで、「初等中等教育の充実と改革」の冒頭で

「自らが主体的に学習する意思・態度を育てる」という観

点から初等中等教育を改革する必要を明示している（23）。

そしてそのために必要な「教育内容の改善」点を「（1）徳

育の充実」「（2）基礎・基本の徹底と個性の伸長」として

纏めて、それぞれ次の記述をしている（24）。（1）「人間と

しての「生き方」の教育を重視する」、「特設「道徳」の内

容の見直し・重点化、適切な道徳教育用補助教材の使用の

奨励」、（2）「生涯にわたる“人間形成の基礎を培うため

に”必要な基礎的・基本的な内容の修得の徹底、自己教育

力の育成を図る。このため学校段階ごとに、その教育内容

の重点化と精選を図り、その際、創造力・思考力・判断

力・表現力の育成、我が国の伝統・文化の理解と日本人と

しての自覚の寛容、体力の増進と健康教育の充実などを重

視する」。以上のように第四次答申も第一次答申同様に、

まず「徳育の充実」次に知育・体育を掲げて、［徳育＞知

育］の図式も確認されている。

以上のように第二次答申では、「基礎的・基本的な内容

の修得の徹底」を強調する見解と、学習の内容ではなく

「学習の方法」を意欲とともに強調する見解とが併せて出

されていたが、第三次答申は後者の見解を引き継ぎ、「基

礎・基本」の知識に意欲を先行させる意欲主義を明確に打

ち出して、それは第四次答申に受け継がれている。この推

移の中で確認しておきたいのは、臨教審による「基礎・基

本」の用語の使用法である。第一に、臨教審のその用語は、

竹内が指摘するように第一次答申の段階ですでに道徳色に

染めつけられている（25）。第二に、臨教審は「基礎」の用

語を初等教育で用いる場合、第四次答申でも「読・書・

算」に限定している（26）。「基礎・基本」は「読・書・

算」以外の教科の知識を含むのか明示されておらず、また、

民間の教育研究団体によってすでに蓄積されてきていた

（27）、児童生徒が使用できるように翻訳された一般的知識

等の教科の知識は「基礎・基本」に含まれていない、少な

くとも「基礎・基本」から程遠い位置にある。以上の臨教

審による「基礎・基本」の用語の使用法を踏まえれば、第

三次答申で登場する意欲主義（［意欲＞知識（内容）］）に

おける教科の知識の軽視は、さらに確認されてよい。

2. 87年教課審答申以降の意欲主義の推移

続けて 87年教課審答申（12月）に眼を向けて、知識理

解に意欲を先行させる意欲主義の臨教審以降の推移につい

て考察してみよう。

知識理解と直結させない考え方において意欲主義と同根

である方法主義は、臨教審第二次答申においてすでに示さ

れていたが、方法主義について竹内は、87 年教課審答申

において微妙ながら見られるとして次の指摘をしている

（28）。「「自ら学ぶ目標を定め、何をどのように学ぶかとい

う主体的な学習の仕方を身につけさせること」が前面に押

し出され、「国民として必要とされる基礎的・基本的な内

容を重視し、個性を生かす教育の充実を図ること」がそれ

につづく形となって」、内容から方法への「微妙な力点移

動」が、決定的ではないながら出てきた。事実、同答申は

「（1）教育課程の基準の改善のねらい」を次の順序で提示

している（29）。①「豊かな心をもち、たくましく生きる人

間の育成を図ること」、②「自ら学ぶ意欲と社会の変化に

主体的に対応できる能力の育成を重視すること」、③「国

民として必要とされる基礎的・基本的な内容を重視し、個

性を生かす教育の充実を図ること」、④「国際理解を深め、

我が国の文化と伝統を尊重する態度の育成を重視するこ

と」。その②の中で、「自ら学ぶ目標を定め、何をどのよう

に学ぶかという主体的な学習の仕方を身につけさせる」、

③の中で、初等中等教育においては「国民として必要とさ

れる基礎的・基本的な内容を確実に身に付けさせる」さら

には「人間形成を図る上で必要な基礎的基本的な内容を明

確にしつつ」と記述されている。後者の「基礎的・基本的

な内容」は、「人間形成の基礎を培うために必要な基礎



14

梶原郁郎

的・基本的な内容」という臨教審第二次答申に酷似する記

述で、道徳色を臭わせている。

この答申の後に 89年指導要領、91年指導要録（3月）、

同年 4月に中教審答申「新しい時代に対応する教育の諸制

度の改革について」が出された。竹内によれば、87 年教

課審答申で示された［方法＞内容］の微妙な力点移動は、

その 91 年中教審答申で決定的となった。後期中等教育と

銘打たれた同答申は「その範囲をはるかにこえて、学校教

育全体の改革について言及」しているとして、竹内は次の

答申箇所に注目している（30）。「これからは、全員が同じ

教育内容を受けるような形式的な平等ではなく、個性に応

じてそれぞれ異なるものを目指す実質的な平等を実現して

いくことは、ますます重要になる」。この箇所を前に竹内

は、この提言が「すべての学校段階にたいして行われてい

るもの」として、「臨教審答申以来の教育政策のコンテク

ストからみるかぎり、「同じ内容」とは「一定の知識・技

能をさすものといってよいでしょう」として、次のように

続けている（31）。「そうだとすると、この提言は、高校段

階だけではなく、すべての学校段階において共通の基礎

的・基本的な内容を教えることを否定するものといってよ

いでしょう」。ここに竹内は、臨教審以来の「基礎的・基

本的な内容の修得の徹底」が否定され、［方法＞内容］の

力点移動が決定的となったとしている。

この力点移動は教育の多様化政策の観点からの指摘であ

るが、学習指導の在り方の観点からも指摘できるのであろ

うか。91 年指導要録「直後から文部省関係者によって声

高に主張されはじめた「新しい学力観」」について（32）、

同要録改訂の主査であった奥田真丈は次の指摘をしている

（33）。「新しい学力観」では「基礎・基本というものを内

容のレベルでとらえるのではなく、ねらいとか目標のレベ

ルでとらえるべきではないか」。この考え方を竹内は、内

容を否定して「主体的な学習の仕方」を強調する方法主義

であると指摘する（34）。それは文部省資料「小学校教育課

程運営改善講座資料」（1992 年）に次のように明確に示さ

れている（35）。「これからの教育においては、これまでの

知識や技能を共通的に身に付けさせることを重視して進め

られてきた学習指導を“根本的に見直し”、“子供が自ら考

え主体的に判断し”、表現できる資質や能力の育成を重視

する学習指導へと転換を図る必要がある」、「基礎的基本的

な内容については、これまで教育する側に立ち、指導する

必要がある一定の知識・技能を中心としたものであるとと

らえる考え方が強かったが、これからは、子どもの側に立

ち、子どもが身に付ける必要がある資質と能力としてとら

える必要がある」。こうしてここに、「知識・技能を軽視ま

たは否定して、それにかえて主体的な学習の仕方の育成を

強調する」「新しい学力観」への転換が明示され、「「知

識・理解」「表現・技能」と「関心・意欲・態度」・「思

考・判断」とを切り離し」、後者が「学力または「学力の

中核」」とされた（36）。

この方法主義・意欲主義の「新しい学力観」は、91 年

指導要録にそのまま反映されている。同要録では国語・社

会・算数・理科において評価項目は四つ用意されて、第一

評価項目が「関心・意欲・態度」、第四評価項目が「知

識・理解」となり、1980 年版指導要録の順番を“逆転さ

せる形”となっている（37）。この点について竹内は上記文

部省資料を引いて、次の指摘をしている（38）。「文部省が、

新学習指導要領〔89 年指導要領〕ならびに新指導要録の

説明会において、「評定」にさいしては「関心・意欲・態

度」「思考・判断」を「技能・表現（又は技能）」「知識・

理解」よりも重視すべきであるとしているのも注目に値す

る」。この「新しい評価の考え方」について奥田は、結果

重視から過程重視という理屈を立てて、これからは「学習

のスタートからのプロセスが大事」であると説明して、次

のように述べている（39）。「今までの基礎・基本は、どち

らかというと知識内容としての基礎的・基本的事項として

のとらえ方が多く見られてきた。今後は、基礎・基本を

もっと弾力的にとらえて、学習意欲まで含めての考察が必

要になってきたのだと思う」。ここに「基礎・基本」は、

意欲を含む新たな形式で捉え直されている。

以上のように臨教審第二次答申で登場した意欲主義は、

91 年指導要録として具体化されて、教育現場に定着して

いくことになった。「関心・意欲・態度」を第一評価項目

とする方針転換は、挙手回数で意欲を評価する教師の出現

等（40）、教育的に望ましいとはいえない問題を孕んでいる。

挙手回数という明示的でない評価方法を採る場合にも、

「「関心・意欲・態度」というかくれた評価基準に過剰に

順応しなければならなくなっている」というように（41）、

「新しい学力観」は同様に問題となる。潜在的カリキュラ

ムの問題として論じることが改めて必要となるこの点につ

いては、最後に少しく触れることにする。
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［Ⅱ］ 教育課程行政における意欲主義の拡張－ 96 年中

教審答申における「生きる力」の登場－

本章では、91 年指導要録以降における意欲主義の経過

に着目して、「生きる力」を鍵用語として「総合的な学習

の時間」を提言した 96 年中教審答申から 98 年指導要領

までの教育課程行政を考察する。

臨教審第二次答申ですでに提示されていた、知識理解に

意欲を先行させるその意欲主義は、91 年指導要録以後ど

のように推移したのであろうか。文部省の上記資料

（1992 年）では「明らかに基礎・基本としての知識・技

能が軽視または否定されており、それに代わるものとして

「主体的な学び方学習」に取り組む資質・能力が対置され

て」いたが（42）、この意欲主義は、続けて竹内によれば、

「1990 年代の教育課程改訂において「生きる力の育成」

として引き取られ、さらに教育基本法改正案の「教育の目

標」へとふくれあがってくる」。この指摘をして竹内は、

96 年中教審答申「21 世紀を展望した我が国の教育の在り

方について」の「今後における教育の在り方の基本的な方

向」における次の箇所に着目する（43）。

我々はこれからの子供たちに必要となるのは、いかに社会

が変化しようと、（a）自分で課題を見つけ、自ら学び、自ら

考え、主体的に判断し、よりよく問題を解決する資質や能力

であり、（b）また自らを律しつつ、他人とともに協調し、他

人を思いやる心や感動する心など、豊かな人間性であると考

えた（（a）（b）の記号挿入は引用者）。

これに次の文章が続いている。「たくましく生きるための

健康や体力が不可欠であることは言うまでもない。我々は、

こうした資質や能力を、変化の激しいこれからの社会を

［生きる力］と称することとし、これらをバランスよくは

ぐくんでいくことが重要であると考えた」（44）。

この箇所を注目して竹内は、同答申の次の点に注目しな

ければならないとしている（45）。（1）「基礎的・基本的な

知識・技能」という文言が切り捨てられている、（2）「［生

きる力］の育成を基本とし、知識を一方的に教え込むこと

になりがちであった教育から、子供たちが自ら学び、自ら

考える教育への転換を目指す」とされている。そして竹内

は、同答申では（a）と（b）とが「生きる力」としてコイ

ンの裏表となっている点にも注意を促して、「生きる力」

が「新しい学力観」に「心の教育」を加算した図式（「生

きる力」＝「新しい学力観」＋「心の教育」）として打ち

出されていると指摘している（46）。

この図式は、同答申の「教育内容の厳選と基礎・基本の

徹底」の箇所にも確認できる（47）。まず「これまでの知識

の習得に偏りがちであった教育から、自ら学び、自ら考え

る力など［生きる力］を育成する教育へとその基調を転換

していく」必要性が指摘され、意欲主義の「新しい学力

観」が確認されている。次に同答申は以下を項目のひとつ

として、「育成すべき資質・能力」六項目を掲げている。

「他人を思いやる心、生命や人権を尊重する心、自然や美

しいものに感動する心、正義感、公徳心、ボランティア精

神、郷土や国を愛する心、世界の平和、国際親善に努める

心など豊かな人間性を育てるとともに、自分の生き方を主

体的に考える態度を育てること」。臨教審以降の教育課程

行政で随時提示されてきた「国を愛する心」の教育が

（48）、このように「生きる力」に収めらている。以上のよ

うに、「生きる力」は「新しい学力観＋心の教育」の図式

で提示されている。

この答申の「生きる力」を 98 年教課審答申は、「「総合

的な学習の時間」の創設の趣旨」において「自ら学び自ら

考える力などの［生きる力］は全人的な力である」として、

「教育課程の基準の改善のねらい」の四項目の第一項目と

して「生きる力」の「心の教育」の側面、第二項目として

「新しい学力観」の側面をそれぞれ次のように提示してい

る（49）。「①豊かな人間性や社会性、国際社会に生きる日

本人としての自覚を育成すること」、「②自ら学び、自ら考

える力を育成すること」。前者については、「我が国や郷土

の歴史や文化・伝統に対する理解を深め、これらを愛する

心を育成すること」、後者については、これからの学校教

育では「自ら学び自ら考える力を育成することを重視した

教育を行うこと」としている（50）。

この答申を踏まえて 98 年指導要領は、「総則」冒頭の

「教育課程編成の一般方針」で、「学校の教育活動を進め

るに当たっては、各学校において、児童に生きる力をはぐ

くむことを目指し、〔----〕自ら学び自ら考える力の育成を

図る」として、「総合的な学習の時間」の「ねらい」とし

て次の二項目を提示している（51）。これは、96 年中教審

答申の上記（a）の文章を詳述する形となっている。

（A）自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考え、主体的
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に判断し、よりよく問題を解決する資質と能力を育て

ること。

（B）学び方やものの考え方を身に付け、問題の解決や

探究活動に主体的、創造的に取り組む態度を育て、自

己の生き方を考えることができるようにすること。

この記述にも知識理解の保障に関する記述はなく、「生き

る力」が含む「新しい学力観」が反映されている。

他方、「生きる力」が含む「心の教育」について 98 年

指導要領は、「教育課程編成の一般方針」の第一項目で

「生きる力」の育成を学校の教育活動の目標として提示し

た後、第二項目で次のように記している（52）。「学校にお

ける道徳教育は、学校の教育活動全体を通じて行うもので

ある、道徳の時間をはじめとして各教科、特別活動及び総

合的な学習の時間のそれぞれの特質に応じて適切な指導を

行わなければならない」。その上で社会科第六学年の目標

として「国を愛する心情」、道徳の中・高学年の目標とし

て「国を愛する心」が掲げられている（53）。この「心の教

育」を 98年指導要領は、89年指導要領の「道徳の時間は

もとより（54）」の記述を「道徳の時間をはじめとして」と

書き直すことで、一層強調して打ち出している。

以上のように 96 年中教審答申で提示された、意欲主義

の「新しい学力観」に「心の教育」を加えた「生きる力」

は、98年教課審答申を通して 98年指導要領に具現されて、

教育現場の指針となるに至っている。

［Ⅲ］ 教育課程行政における意欲主義のその後の展開－

02年中教審答申から 08年指導要領まで－

本章では、まず 02年中教審答申における「基礎・基

本」の扱い方、次に 03 年・05 年・08 年中教審答申にお

ける意欲主義の扱い方に着目して、02 年中教審答申以降

の教育課程行政の展開を考察する。

1. 「基礎的・基本的な知識」学習の態度主義化－ 02年中

教審答申－

2000 年代の教育課程行政は、「国家にとって教育とは一

つの統治行為だということである」と宣言した「21 世紀

日本の構想」懇談会の報告書（2000 年 1 月）にはじまっ

た（55）。続く教育改革国民会議報告（2000年 12月）に次

の三点をまず確認してみよう（56）。（1）「学校は道徳教

育を教えることをためらわない」と宣言して、小学校に

「道徳」、中学校に「人間科」、高校に「人生科」等の教科

を設けることを提言している。（2）個々の資質・才能を生

かすために「これまでの一律的な教育を改める必要がある。

基礎的・基本的な知識を確実に身に付けさせると“とも

に”、それぞれが持って生まれた才能を発見し伸ばし、考

える力を養う学習を可能にすべきである」、「基礎学力の定

着を図るために、少人数教育を実施する。習熟度別学習を

推進」する、（3）「教育を提供する立場ではなく、教育を

受ける側の立場に立った、学級編成、授業方法、地域との

連携を促進する」。以上のように「基礎的・基本的な知

識」の中身は明示せず、「心の教育」が、道徳の教科化の

提案を含めて大きく強調されている。

この 2000 年前後は、文部省新学力テスト（97）や

PISA 学力調査（00）の結果等が報告される中、「学力低

下論」が「1999 年春ごろからわき起こった」時期であっ

た（57）。この状況の中、98 年指導要領の完全実施直前の

2002 年 1 月、文部科学省は「確かな学力の向上のための

2002 アピール「学びのすすめ」」を発表した。「学習指導

要領は最低基準であり、理解の進んでいる子どもは、発展

的な学習で力をより伸ばす」という新たな政策方針を打ち

出したこの「学びのすすめ」は、「学ぶことの楽しさを体

験させ、学習意欲を高める」という意欲主義に関わる項目

の“前に”、「きめ細かな指導で、基礎・基本や自ら学び自

ら考える力を身に付ける」という項目を掲げて、それを次

のように説明している（58）。「少人数授業・習熟度別指導

など、個に応じたきめ細かな指導の実施を推進し、基礎・

基本の確実な定着や自ら考える力の育成を図る」。ここで

も「基礎・基本」の用語が、臨教審の「読・書・算の基

礎」の意味、同様に臨教審の道徳色の強い意味、あるいは

教科の基礎・基本いずれを意味しているのか特定はできな

いが、まず「基礎・基本」次に「自ら学び自ら考える力」

が課題として掲げられている。

この“逆転”は、意欲主義の「新しい学力観」の“修

正”を意味するのであろうか。「学びのすすめ」の直後に

出された 02 年中教審答申「新しい時代の教養教育の在り

方について」も同様に「学ぶ意欲や態度を育てる」の項目

の“前に”「確かな基礎学力を育てる」の項目を打ち出し

ている（59）。この逆転について竹内は「重要な問題が隠さ

れている」として、同答申の「確かな基礎学力を育てる」



17

教育課程行政における意欲主義の展開

の項目冒頭の次の箇所に着目している（60）。

多様な個性の基盤には、基礎的・基本的な知識・技能

が不可欠である。子どもの個性や自主性の重要性を強調

する余り、基礎的・基本的な知識・技能を繰り返し教え

る指導をも「一方的に教え込む」ものとして、好ましく

ないとする見解も一部にある。しかし、“学習に必要な忍

耐力”を身に付けつつ、基礎的・基本的な知識・技能を

確実に習得させ、それを基盤として、さらなる自主的学

習につなげることによって初めて、多様な個性も伸ばす

ことができるものである。各学校は、すべての児童生徒

が、「読み、書き、計算」をはじめとする基本的な事項を

確実に習得し、学習する習慣や“物事に粘り強く取り組

む態度”、論理的・科学的にものを考える力や態度を身に

付けることができるよう、全力を注いで指導する必要が

ある。

このように「基礎的・基本的な知識・技能」の学習目的を

「学習に必要な忍耐力」「物事に粘り強く取り組む態度」

と設定すれば、「基礎・基本」の学習を「自ら学び自ら考

える力」の“前に”置いたとしても、意欲主義は修正され

たことにはならない。むしろ、その学習目的を知識理解で

はなく「学習に必要な忍耐力」とすることで、「基礎・基

本」の学習でさえも「心の教育」の場に変換させられてい

る。このように 02 年中教審答申は意欲主義の政策方針に

沿うように、学力低下論を背景とした「基礎・基本」の保

障問題を独自の手法で回収している。

2.「新しい学力観」の修正版の一時的提示－ 03年・05

年・08年中教審答申－

続けて 03 年中教審答申「初等中等教育における当面の

教育課程及び指導の充実・改善方策について」を見てみよ

う。同答申は「確かな学力」の用語を掲げて、それを「知

識や技能に加え、思考力・判断力・表現力などまでも含む

もので、学ぶ意欲を重視した、これからの子どもたちに求

められる学力」と規定した（61）。「新学習指導要領の基本

的ねらいである、基礎・基本を徹底し、自ら学び自ら考え

る力などを育成することにより、［確かな学力］を育み」

というように、同答申は「基礎・基本」と「自ら学び自ら

考える力」とを併記して、さらには「基礎・基本」を「学

習指導要領に示されている共通に指導すべき基礎的・基本

的な内容」としている（62）。これは、「基礎」を「読・

書・算」に限定する臨教審の見解とも、「基礎・基本」を

道徳主義的にも使用する臨教審の見解とも異なり、広く教

科の知識を指している。

さらに 03 年中教審答申には次のように意欲主義の修正

も見られる（63）。

・言うまでもなく、知識や技能と思考力・判断力・表現

力や学び意欲などは本来相互にかかわりながら補強し

合っていくものであり、［確かな学力］をはぐくむ上で、

両者を総合的かつ全体的にバランスよく身に付けさせ、

子どもたちの学力の質を高めていくという視点が重要で

ある。

・知識や技能を剥落（はくらく）させることなく自分の

身に付いたものとする、それを実生活で生きて働く力と

する、思考力・判断力・表現力や学ぶ意欲などを高める

等の観点から、知識や技能と生活の結び付きや、知識や

技能と思考力・判断力・表現力の相互の関連づけ、深

化、総合化を図ること等も［確かな学力］の育成に当

たっての重要な視点であろう。

ここに知識を後退させて意欲を強調する意欲主義は修正さ

れ、両者を結びつけて捉える、現代の教育心理学説から見

ても適切な見解が明示されている（64）。

その後の教育課程行政は、03 年中教審答申による「新

しい学力観」の修正版の方を引き継いで展開されたのであ

ろうか。05 年中教審答申「新しい時代の義務教育を創造

する」の次の箇所に着目してみよう（65）。

・基礎的・基本的な知識・技能の育成（いわゆる習得型

の教育）と、自ら学び自ら考える力の育成（いわゆる探

求型の教育）とは、対立的あるいは二者択一的にとらえ

るべきものではなく、この両方を総合的に育成すること

が必要である。

・基礎的・基本的な知識・技能を徹底して身に付けさ

せ、それを“活用”しながら自ら学び自ら考える力など

の「確かな学力」を育成し、「生きる力」をはぐくむとい

う基本的な考え方は、今後も引き続き重要である。

このように知識の活用の記述を出している同答申は、08

年指導要領「総則」における知識の活用につながるものだ
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が、ここには“ある微妙な問題”がかくされている。

同答申の次の箇所を、知識と思考力等との関係に留意し

て見てみよう（66）。

学力調査の調査内容に関しては、知識・技能を実生活

の様々な場面などに活用する“ために”に必要な思考

力・判断力・表現力などを含めた幅広い学力を対象とす

ることが重要である。

ここには、（1）知識を「活用”しながら自ら学び自ら考え

る力」を育成するとする上述の見解とは異なる、（2）知識

を活用する“ために”思考力を育成するというもうひとつ

の見解が提示されている。

この両者の表現は微妙であるが、両者の中身は大きく異

なる。知識を活用する“中で”思考力を育成するとする

（1）の見解とは異なり、（2）の見解は拙稿で報告したよ

うに、思考力の育成を目的とした記述で、思考力を鍛錬す

れば知識は自ずと活用できるようになるという形式陶冶論

を反映させている（67）。したがってその後の教育課程行政

が（1）ではなく（2）の見解を前面に押し出していれば、

知識理解に思考力や「自ら考える力」を先行させる方法主

義・意欲主義が従来通り維持され、03 年中教審答申が提

示した「新しい学力観」の修正版は退けられて、「新しい

学力観」は修正されないままとなる。

この問題意識で、08 年中教審答申「幼稚園、小学校、

中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改

善について」を見てみよう。同答申には次のように両方の

見解が記述されている（68）。

（1）に対応する記述箇所

・知識・技能を活用する学習活動やこれらの成果を踏ま

えた探究活動“を通して”、思考力・判断力・表現力等が

はぐくまれる。

・基礎的・基本的な知識・技能の習得とこれらを活用す

る思考力、判断力、表現力等をいわば“車の両輪”とし

て相互に関連させながら伸ばしていくことが求められて

いる。

（2）に対応する記述箇所

・基礎的・基本的な知識・技能の習得やそれらを活用し

て課題を見いだし、解決する“ための” 思考力、判断

力、表現力等が必要である。

・基礎的な知識及び技能を習得させるとともに、これら

を活用して課題を解決する“ために”必要な思考力、判

断力、表現力その他の能力をはぐくみ〔----〕。

・知識・技能を活用して課題を解決する“ために”必要

な思考力、判断力、表現力等。

このように 08 年指導要領直前の 08 年中教審答申では、

03 年・05 年中教審答申同様に、現在の教育心理学の知見

に適合する（1）の見解も併せて明示されていた。

この（2）の見解を 08年指導要領は選択したのである。

その「総則」の次の箇所を見てみよう（69）。

学校の教育活動を進めるに当たっては、各学校におい

て、児童に生きる力をはぐくむことを目指し、創意工夫

を生かした特色ある教育活動を展開する中で、基礎的・

基本的な知識及び技能を確実に習得させ、これらを活用

して課題を解決する“ために必要な”思考力、判断力、

表現力その他の能力をはぐくむとともに、主体的に学習

に取り組む態度を養い、個性を生かす教育の充実に努め

なければならない。

以上のように 03 年中教審答申から 08 年中教審答申に

おいて、知識理解と「自ら学び自ら考える力」とを併せて

捉える見解、すなわち意欲主義の「新しい学力観」を修正

する見解が提示されていながら、08 年指導要領は、知識

理解と思考力とを併せて捉えない点で意欲主義と同根であ

る方法主義を採用している。このように意欲主義の「新し

い学力観」の修正版は、08年指導要領直前の 08年中教審

答申で寸止めされるかたちとなっている。

［おわりに］小論の総括－意欲の次にくる評価項目－

以上小論は竹内に随時依拠しつつ、85 年臨教審第一次

答申から 08 年指導要領までの教育課程行政を、知識理解

に関心・意欲・態度を先行させる意欲主義の展開過程とし

て次のように描出してきた。（1）86 年臨教審第二次答申

で登場した意欲主義は、同第三次答申で明確化されて、

87年教課審答申・89年指導要領に継承され、91年指導要

録において教育現場の指針となった。（2）同要録直後から

「新しい学力観」として定式化された意欲主義は、96 年

中教審答申において「心の教育」を加算した「生きる力」

にヴァージョンアップして、新たな様式で 98 年指導要領

に引き継がれた。（3）「生きる力」の中に保存された意欲
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主義は、03・05・08 年中教審答申においてその修正版が

提示されていながら、08 年指導要領に継承された。知

識・技能を「“活用”しながら自ら学び自ら考える力」を

育成するという見解のように、意欲主義に付帯する方法主

義をも修正する見解は、08 年指導要領の直前で止められ

て、教育現場の指針とされるには至らなかった。

以上小論の課題に関わって、最後に四点指摘しておきた

い。第一に、意欲・思考力と知識との本来の関係について、

具体的に示しておきたい。思考力と知識との関係を教育心

理学者の宇野忍は渡辺万次郎の事例を引いて解説している。

その事例の概要は次の通りである（70）。（1）私は幼児を、

みやこぐさの花を見に近郊に伴った。（2）その名を聞かれ

たが答えず、幼児にその花を持ち帰り「おうちでそれによ

く似た花を見出すようにと指導した」。（3）幼児はみやこ

ぐさの花とえんどうの花との類似を見出し、前者にも「お

豆はなるのか」と尋ねた。（4）再度近郊に伴い、幼児が

「そこに小さなお豆を見出した時、そこには自分の推理の

当たった喜びがあった」。（5）「秋が来た。庭には萩の花が

咲いた。彼らが萩にも豆のなることを予測した」。以上に

おいて幼児は宇野が説明するように、「「エンドウとミヤコ

グサは似ている」「エンドウの花には豆がなる」という知

識をもっており」、それらの知識を活用して「これ〔みや

こぐさ〕にもお豆はなるのか」と自ら未知を思考している

（71）。この事例はまた、（5）の場面に最も示されているよ

うに、知識を活用する“中で”意欲も育まれることも証左

している。以上のように知識の活用と思考力・意欲との関

係は表裏の関係にある。

このことは、裏を返せば、意欲を知識理解に先行させる

意欲主義は誤謬であるということである。上述のように

91 年指導要録は意欲を評価項目の筆頭に知識理解を末尾

に位置づけたが、当時の指導要録改善調査協力者会議の委

員は、築山崇によれば次のように指摘していた（72）。「関

心・意欲・態度」を「前提にして思考を深め、判断力を培

い、その一方で技能や表現力を養い、その結果として知

識・理解に至ると考えてよい」。第一章で取り上げた奥田

と一致するこの見解について、築山は「関心・意欲・態

度」が「「知識・理解」等と並立する観点ではなく、“順序

性をもって”とらえられている」と批判している（73）。単

純に考えても、ある教科の知識を理解していない児童生徒

がその教科に意欲など持てるはずはない。こうした「自

明」の事実に留意すれば、意欲主義の「新しい学力観」の

誤謬は本来容易にわかるはずである（74）。

第二に、「基礎・基本」と呼ばれる知識に対するある種

の通念について、留意を促しておきたい。臨教審は「基

礎」を「読・書・算」に限定する見解を提示していたが、

「読・書・算」は一般通念として、“考えながら覚えるも

の”ではなく、“覚えるもの”とされていると思われる。

例えば小学二年の九九について宇野は自身の経験を振り返

りつつ次のように指摘している。九九は「小学校で暗記し

なければならない最たるものである。その意味するところ

もわからず、ただ唱えさせられ、できないと叱られる。こ

のように、かけ算九九は機械的学習になりがちで、そのす

べてを覚えることは難行苦行になりがちと思われる」（75）。

このように九九をはじめ「読・書・算」は機械的暗記の対

象であるという通念がわれわれに浸透している場合、02

年中教審答申のように、「基本的な知識・技能を“繰り返

し”教える指導」という訓練主義的指導観が発生して、

「物事に粘り強く取り組む態度」「忍耐力」が「読・書・

算」の学習目的されることになる。

こうした訓練主義的・態度主義的「基礎・基本」観の対

象化を促すために、“考えながら覚える”「読・書・算」の

学習事例を提示しておきたい。0 の段を含めて九九の授業

内容を筆者は、先行事例を踏まえて（76）、「1 あたりいく

つ」を探す発問を軸にして構想した（77）。かけられる数の

「2」「3」「8」「0」を身の回りから探す発問を前に、児童

は次のようなモノを探して発言した。

・「2」：象1頭あたりキバ2つ、鼻1つあたり穴2つ。

・「3」：象の足1本あたり爪3つ、ズボン1本あたり穴3つ、

三角定規1つあたり辺3つ。

・「8」：タコ1匹あたり足8本、クモ1匹あたり足8本、

方位磁針 1つあたり方位 8つ。

・「0」：ヒト 1人あたりシッポ 0本、円 1つあたり角 0こ、

タコ 1匹あたり骨 0本、人 1人あたり毛皮 0枚。

こうした事例を児童は、教師が用意した「2」「3」「8」

「0」それぞれの事例にも援助されつつ、見つけ出した。

これは、細谷純の説明を借りれば、“事実”を“事例”

に昇格させる思考である（78）。鼻の穴は 2つであることも、

人間にシッポがないことも、児童は授業前の段階で事実と

して知っているが、「1 あたりいくつ」を表す「2」の事例、
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「0」の事例にはなっていない。「1 あたり 2 つのモノを探

そう」「1 あたり 0 個のモノを探そう」という発問の下、

そうした事実を「鼻 1つあたり穴 2つ」「ヒト 1人あたり

シッポ 0本」と言い換えている。これによって児童はそう

した既知の事実を「2」の事例、「0」の事例に昇格させて

いるわけである。このように「2」「3」「8」「0」の事例を

探した後、例えば「3 × 2」と「2 × 3」の意味の相違を

問う発問においても、「3 × 2」を「2 × 3」にしたら「歩

行者用の信号」になると児童は思考した。以上の授業内容

と実践とは、かけ算九九でも“考えながら覚える”学習が

十分に可能であることを証左している（79）。

第三に、意欲主義・方法主義と教育の多様化政策との関

係についてである。臨教審第一次答申は「我が国の教育の

根深い病弊」である画一性を打破する理念として「個性重

視の原則」を掲げて、「児童・生徒が個性に応じ適切な教

育を受けられる」学級編成、後期中等教育の多様化等を課

題として挙げている（80）。こうした多様化政策は次の理由

によって、意欲主義・方法主義と親和的関係にある。これ

からの授業において重要なのは「自ら学ぶ意欲」や「主体

的な学習の仕方」であるとされれば、児童生徒が身につけ

るべきは授業内容ではなく意欲・方法なのであるから、授

業内容が質的あるいは量的に異なる学習編成を推進しやす

くなる。それぞれの学級で異なる内容の授業を行う政策を、

意欲主義・方法主義は、授業で習得すべきものは内容（知

識）でなく意欲・方法であるという理屈で正当化できる。

89 年指導要領は学習内容の学年指定を緩和しているが
（81）、こうした習熟度別学習の導入策が、意欲主義・方法

主義と併せて出されていることは、両者が相互に「支えあ

う」関係にあることを踏まえて、確認されていてよい。こ

れは、意欲主義・方法主義と後期中等教育の多様化との関

係においても同様である。

第四に、意欲の次にくる評価項目の問題である。これは、

「生きる力」が内包している「心の教育」が道徳教育の教

科化によって前面に押し出されてくることに関わる問題で

ある。小中学校の「道徳」が 2018 年度にも教科化される

のに向けて、文部科学省は指導要領改訂案を 2015 年 2 月

4日に発表したが、教科化に際して「最も大きく

変わるのは、子どもの道徳性がどのくらい身についたかが

評価されるようになること」である（82）。この評価の問題

について 08 年指導要領は「総則」で「児童のよい点や進

歩の状況などを積極的に評価する」、「道徳」で「道徳の時

間に関して数値などによる評価は行わないものとする」と

していた（83）。この考え方は引き続き維持すべきとして、

「道徳教育の充実に関する懇談会」報告書（2013 年）は

次のように指摘している（84）。「指導要録の「行動の記

録」の欄をより効果的に活用する方策など、道徳教育の目

標や内容を踏まえながら、その特性を生かした多様な評価

の方法について検討すべきである」。このように道徳の教

科化に伴って、「行動の記録」欄の効果的活用が求められ

ている。したがって、「数値などによる評価は行わない」

点は 2015年 3 月告示の一部改正学習指導要領（以下、新

指導要領）にも引き継がれているものの（85）、道徳の評価

が教員に一層要求されることになる。

その新指導要領の内容を、08 年指導要領との比較にお

いていくつか確認しておこう。新指導要領は「総則」で道

徳を「特別の教科」（「道徳科」）とした上で、08 年指導要

領の次の諸点を改訂している（86）。（1）08 年指導要領第

三章「道徳」に記載していた「指導計画の作成と内容の取

扱い」の一部内容を新指導要領は「総則」に移して、「道

徳教育推進教師」の設置を改めて求めている。（2）新指導

要領は「総則」で、道徳教育における各学年の留意事項を

記載して、5・6 年のそれには「我が国と郷土を愛する」

ことを含めている。（3）新指導要領は第三章「道徳」で、

「（A）自分自身との関わり」「（B）人との関わり」「（C）

集団や社会との関わり」「（D）生命や自然、崇高なものと

の関わり」の四つの内容それぞれについて、“徳目を明示

する形式”で記述している。例えば（A）では「正直・誠

実」が、（C）では「伝統と文化の尊重、国や郷土を愛す

る態度」が全学年の徳目として明示されている。（4）08

年指導要領の 1・2年の「「郷土と文化と生活に親しみ、愛

着をもつ」の項目に、新指導要領は「我が国や」を加えて、

3 年生以上だった愛国心教育を前倒ししている（87）。これ

は、（C）の「伝統と文化の尊重、国や郷土を愛する態

度」の徳目の下に置かれている項目である。

以上のように「正直・誠実」「国や郷土を愛する態度」

等の諸徳目を前面に押し出している「道徳科」において、

教員は「国の定めた基準で検定された教科書を使って授業

し、子どもの内面を評価することが、事実上義務づけられ

る」（88）。また「こうした項目に沿った評価が導入される

と、教員が習慣的に「愛国心が無い」と断定したり、教員
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が求める愛国心を持っているように子どもが振る舞ったり

する恐れもある」（89）。これは、内面評価を一層求める

「道徳科」に必然的に伴う問題である。

この評価の問題は、“意欲”よりも人格色の強い“誠

実”等が評価項目とされるとき児童生徒の内面はどのよう

になるかという問題を想定して、大きく留意されていてよ

い。意欲同様に誠実も“それ自体”は人間として大切な要

素である。しかしそのことと意欲・誠実を“評価する”こ

ととは別の問題である。91 年指導要録は意欲を評価項目

の筆頭に格上げしたが、これについて竹内は「教科・教科

外にわたって子どもの人格的側面を全面的に評価するよう

になっている」と批判して、「これまで以上に子どもの忠

誠競争に駆り立てる」ことになる点を懸念している（90）。

例えば挙手回数が意欲の評価対象とされれば、児童生徒は

分からない場合にも挙手しなければならないという心の習

慣、その場合当てられないように教師の振る舞いを絶えず

注視する心の習慣が、知らず知らずに身につきかねない。

教師と児童生徒双方にそのつもりはなくても、教師は意欲

を児童生徒に要求することになり、児童生徒は意欲を“見

せなければならなくなる”。これは、良識的な教育学・心

理学から見た場合、負の潜在的カリキュラムである。

この点は、誠実・誠意などの一層人格色の強い項目が評

価項目となった場合も同様である。この誠意を評価項目と

する実践は大学で行われている。本学の『大学での学びの

入門』では「グループでのプレゼンテーション能力評価

シート（例）」を掲載して、「質疑応答」の評価において

「質問を正確に理解しており、応答が的を射ている。応答

は誠意を持ったものとなっており、やりとりが建設的であ

る」が「よくできました（A）」とされている（91）。これ

を踏まえて本学部の新入生セミナー（授業科目）のプレゼ

ンテーションの評価項目では、「質問を正確に理解し、応

答が的確である。誠意をもって応答し、やりとりが建設的

である」が「A」評価とされていた（92）。教育学・心理学

的観点からこの項目削除の指摘があった“後にも”、同項

目が評価項目とされていたという事実は、同項目を評価項

目として肯定する教育学・心理学がスタンダードになって

いることを示している。それを肯定しない教育学・心理学

は、誠意を評価項目としたときの問題点を考慮する。その

場合、教師と学生双方にそのつもりはなくても、教師は誠

意を学生に要求することになり、学生は誠意を“見せなけ

ればならなくなる”。これも、上述の意欲同様に内面統制

に直結する、負の潜在的カリキュラムである。

このように評価の問題は、教育学・心理学の在り方に本

来直結する。「発達」「教授学習過程」「教育評価」「パーソ

ナリティ」という教育心理学の四領域では教育心理学者は

「これらの行動を研究対象として、これらの行動はいかに
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